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委員長 水落 敏栄（自民） 橋本 聖子（自民） 森本 真治（民主）
理 事 石井 浩郎（自民） 藤井 基之（自民） 秋野 公造（公明）
理 事 二之湯 武史（自民） 堀内 恒夫（自民） 新妻 秀規（公明）
理 事 神本 美恵子（民主） 丸山 和也（自民） 柴田 巧（維新）
理 事 藤 嘉隆（民主） 吉田 博美（自民） 田村 智子（共産）

赤池 誠章（自民） 榛葉 賀津也（民主） 松沢 成文（次代）
衛藤 晟一（自民） 那谷屋 正義（民主） （27.2.12 現在）

（１）審議概観

第189回国会において本委員会に付託さ

れた法律案は、内閣提出６件（うち本院

先議１件）及び衆議院議員提出２件（い

ずれも文部科学委員長）の合計８件であ

り、いずれも可決した。

また、本委員会付託の請願26種類306件

のうち、１種類６件が採択された。

〔法律案の審査〕

独立行政法人日本スポーツ振興セン

ター法の一部を改正する法律案は、委員

会において、保育施設等における事故防

止策の必要性等について質疑が行われ、

全会一致をもって可決された。

独立行政法人大学評価・学位授与機構

法の一部を改正する法律案は、委員会に

おいて、大学改革における新法人の役割、

大学評価の在り方、独立行政法人改革の

方向性等について質疑が行われ、討論の

後、多数をもって可決された。

文部科学省設置法の一部を改正する法

律案は、委員会において、スポーツ庁を

文部科学省の外局として設置する理由、

スポーツ庁と他省庁のスポーツ施策の連

携の具体策、競技力向上と選手強化の在

り方等について質疑が行われ、全会一致

をもって可決された。なお、附帯決議が

付された。

平成三十二年東京オリンピック競技大

会・東京パラリンピック競技大会特別措

置法案及び平成三十一年ラグビーワール

ドカップ大会特別措置法案は、委員会に

おいて、両法律案を一括して議題とし、

オリンピック・パラリンピック担当大臣

及び大会推進本部の役割、新国立競技場

計画の進捗状況、ラグビーワールドカッ

プ大会への積極的な支援の必要性等につ

いて質疑が行われたほか、平成三十二年

東京オリンピック競技大会・東京パラリ

ンピック競技大会特別措置法案について、

内閣委員会との連合審査会が行われた。

討論の後、平成三十二年東京オリンピッ

ク競技大会・東京パラリンピック競技大

会特別措置法案は多数をもって可決され、

平成三十一年ラグビーワールドカップ大

会特別措置法案は全会一致をもって可決

された。なお、平成三十二年東京オリン

ピック競技大会・東京パラリンピック競

技大会特別措置法案に対し、附帯決議が

付された。

学校教育法等の一部を改正する法律案

は、委員会において、参考人から意見を

聴取するとともに、教育の機会均等を確

保することの重要性、義務教育学校の設



置に伴い学校統廃合が促進される懸念、

教職員の多忙化と負担軽減策等について

質疑が行われ、討論の後、多数をもって

可決された。なお、附帯決議が付された。

国立研究開発法人放射線医学総合研究

所法の一部を改正する法律案は、委員会

において、本法律案と日本原子力研究開

発機構改革との関係、新法人への業務統

合による効果、量子科学技術の果たすべ

き役割等について質疑が行われ、討論の

後、多数をもって可決された。なお、附

帯決議が付された。

公認心理師法案は、委員会において、

心理専門職の国家資格化の意義等につい

て質疑が行われ、全会一致をもって可決

された。なお、附帯決議が付された。

〔国政調査等〕

２月23日から24日までの２日間、地方

における初等中等教育及び高等教育等に

関する実情調査のため、新潟県に委員を

派遣して現地調査を行った。

３月26日、文教科学行政の基本施策に

ついて下村文部科学大臣から所信を、平

成27年度文部科学省関係予算について藤

井文部科学副大臣から説明を、それぞれ

聴取した。

また、同日、前記委員派遣について、

派遣委員から報告を聴取した。

３月31日、文教科学行政の基本施策に

関し、国立大学における法医学に係る人

材育成の充実強化、予算委員会での内閣

総理大臣の不規則発言に関する文部科学

大臣の所見、文部科学大臣の政治資金の

取扱い状況、文部科学大臣の後援会関係

者を教育再生実行会議に登用することの

是非、大臣所信で掲げられた「日本の未

来戦略」に関する文部科学省の今後の取

組、スクールソーシャルワーカー活用の

ため不安定な雇用環境を改善する必要性、

教員の長時間労働を改善するため時間外

勤務を把握する必要性、東京オリンピッ

ク・パラリンピックに向けた受動喫煙防

止法令の検討状況等について質疑を行っ

た。

４月７日、予算委員会から委嘱された

平成27年度文部科学省予算等の審査を行

い、教員の長時間勤務の是正に向け、勤

務時間を客観的・合理的に把握する必要

性、法科大学院制度創設の意義、我が国

の高等教育機関における人文・社会科学

分野の課題、専門職業人養成に向けた専

門職大学院等の充実の必要性、文部科学

大臣の政党支部への寄附額に関する疑義、

幼児教育無償化に向けた平成27年度予算

措置に対する文部科学大臣の評価、中学

校用教科書検定結果と領土教育の在り方、

日中韓青少年文化交流プロジェクトの意

義、特定国立研究開発法人への指定に先

駆けて理化学研究所を改善する必要性、

ソーシャル・ネットワーキング・サービ

スが青少年の健全育成に与える負の側面

等について質疑を行った。

４月16日、政治資金規正法の趣旨に対

する文部科学大臣の認識、道徳教育の歴

史的経緯と教科化への懸念、国立天文台

が参画する国際プロジェクト推進のため

の予算確保の必要性、教育バウチャー制

度を検討する必要性、国立大学法人運営

費交付金の削減が学術研究にもたらす影

響、国立大学に対する国旗掲揚・国歌斉

唱に係る文部科学大臣の要請と大学の自

治との関係等について質疑を行った。

４月23日、計画的な教職員定数確保に

向けた文部科学大臣の所見、学校におけ

る原子力防災教育の充実・強化の必要性、

国立大学に対する国旗掲揚・国歌斉唱に

係る文部科学大臣の要請が大学の自治に



及ぼす影響、東京オリンピックのゴルフ

競技会場を再検討する必要性等について

質疑を行った。

５月19日、財務省から示された教職員

定数削減案に対する文部科学大臣の見解、

全国学力・学習状況調査を内申点に利用

する大阪府の方針に対する懸念、水中文

化遺産保護への取組、学校施設への木材

利用等木の文化推進のための取組、高等

学校における特別支援教育の現状、青少

年に悪影響を与える残虐なコンピュー

ターゲーム規制を検討する必要性等につ

いて質疑を行った。

６月２日、新国立競技場建設に係る速

やかな情報公開の必要性、財政制度等審

議会財政制度分科会における教職員定数

合理化の提案の不当性、軍縮・不拡散教

育の意義及び学校教育における取組の必

要性、火山研究における研究機関の連携

強化及び若手研究者の育成･確保への取

組、新国立競技場建設に係る東京都に対

する費用負担の要請の経緯、東京オリン

ピックのゴルフ競技会場を再検討する必

要性等について質疑を行った。

また、同日、教育現場の実態に即した

教職員定数の充実に関する決議の件を議

題とし、同決議を行った。

７月９日、新国立競技場建設に関する

件を議題とし、開閉式遮音装置の工期及

び収支計画が短期間で大幅に変わった理

由、総工費及び財源確保の見通しが立た

ない中で施工業者と契約を結ぶことの妥

当性、国民の理解を得るための今後の取

組、計画の見直しを求める国民の声や見

直しを容認するＩＯＣ副会長の発言に対

する文部科学大臣の認識、ラグビーワー

ルドカップのメーン会場を新国立競技場

以外の施設とすることにより工期を確保

する必要性等について質疑を行った。

同日、内閣委員会との連合審査会を行

い、東京オリンピック競技大会・東京パ

ラリンピック競技大会の諸施策に関する

件を議題とし、遠藤国務大臣から説明を

聴取した。

７月14日、内閣委員会との連合審査会

を行い、東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会の諸施策に関

する件を議題とし、新国立競技場の建設

計画に係る政府の対応を検証する必要性、

新国立競技場の建設に係る責任の所在、

新国立競技場の建設計画を見直す必要性、

ハード・ソフト両面でのバリアフリー化

を促進するための具体的取組、トップア

スリートへのサポート体制強化に係る東

京オリンピック・パラリンピック担当大

臣の決意、ラグビーワールドカップ大会

を新国立競技場で開催することの妥当性、

スポーツ振興くじ、宝くじ、各種公営競

技の収益を東京オリンピック・パラリン

ピック大会開催費用に充当することへの

考え、2020年に向けた受動喫煙防止対策

推進に係る東京オリンピック・パラリン

ピック担当大臣の決意、新国立競技場に

開閉式屋根を設置する妥当性等について

質疑を行った。

８月４日、新国立競技場建設に関する

件を議題とし、下村文部科学大臣から説

明を聴取した後、計画が白紙撤回される

までの経緯、計画の撤回により回収不能

の国費が生じたこと等に対する文部科学

大臣の責任、撤回された計画の策定経緯

を検証する第三者委員会を文部科学省に

設置することの是非、周辺の敷地など競

技場本体以外の計画についての撤回範囲

の確認、計画の撤回に責任がある文部科

学大臣及び日本スポーツ振興センターが

新たな建設計画に参加することの是非等

について質疑を行った。



９月８日、東京オリンピック・パラリ

ンピックのエンブレムの再公募における

選考過程の透明性確保の必要性、公益法

人等の行う貸与型奨学金に係る借用証書

に関し、収入印紙が不要となるよう改善

する必要性、学校が自衛隊の人材募集に

協力することの是非及び奨学金と自衛隊

の人材募集が結び付くことへの懸念、東

京オリンピック・パラリンピックの準備

及び運営に関し、徹底したディスクロー

ジャーを行う必要性、高校生等奨学給付

金について、生活保護世帯の生徒が大学

進学の学資等に充てることを認める必要

性、東京オリンピックのゴルフ競技会場

を再検討する必要性に対する東京オリン

ピック・パラリンピック担当大臣の所見

等について質疑を行った。

（２）委員会経過

○平成27年２月12日(木)（第１回）

教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に

関する調査を行うことを決定した。

委員派遣を行うことを決定した。

○平成27年３月26日(木)（第２回）

文教科学行政の基本施策に関する件について

下村文部科学大臣から所信を聴いた。

平成27年度文部科学省関係予算に関する件に

ついて藤井文部科学副大臣から説明を聴い

た。

派遣委員から報告を聴いた。

○平成27年３月31日(火)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

文教科学行政の基本施策に関する件について

下村国務大臣、丹羽文部科学副大臣、藤井文

部科学副大臣及び政府参考人に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

秋野公造君（公明）、神本美恵子君（民主）、

藤嘉隆君（民主）、石井浩郎君（自民）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松

沢成文君（次代）

独立行政法人日本スポーツ振興センター法の

一部を改正する法律案（衆第12号）（衆議院

提出）について提出者衆議院文部科学委員長

福井照君から趣旨説明を聴き、衆議院文部科

学委員長代理浮島智子君及び政府参考人に対

し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

田村智子君（共産）

（衆第12号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

次代

反対会派 なし

○平成27年４月７日(火)（第４回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

平成二十七年度一般会計予算（衆議院送付）

平成二十七年度特別会計予算（衆議院送付）

平成二十七年度政府関係機関予算（衆議院送

付）

（文部科学省所管）について下村文部科学大

臣、西銘総務副大臣、 梨法務副大臣、 階

厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し質

疑を行った。

〔質疑者〕

田村智子君（共産）、丸山和也君（自民）、

二之湯武史君（自民）、 藤嘉隆君（民主）、

森本真治君（民主）、秋野公造君（公明）、

柴田巧君（維新）、松沢成文君（次代）

本委員会における委嘱審査は終了した。

○平成27年４月16日(木)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

政治資金規正法の趣旨に対する文部科学大臣

の認識に関する件、道徳教育の歴史的経緯と

教科化への懸念に関する件、国立天文台が参

画する国際プロジェクト推進のための予算確

保の必要性に関する件、教育バウチャー制度

を検討する必要性に関する件、国立大学法人



運営費交付金の削減が学術研究にもたらす影

響に関する件、国立大学に対する国旗掲揚・

国歌斉唱に係る文部科学大臣の要請と大学の

自治との関係に関する件等について下村文部

科学大臣及び政府参考人に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

那谷屋正義君（民主）、神本美恵子君（民主）、

新妻秀規君（公明）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一

部を改正する法律案（閣法第39号）について

下村文部科学大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成27年４月21日(火)（第６回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一

部を改正する法律案（閣法第39号）について

下村文部科学大臣、丹羽文部科学副大臣及び

政府参考人に対し質疑を行い、討論の後、可

決した。

〔質疑者〕

那谷屋正義君（民主）、秋野公造君（公明）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松

沢成文君（次代）

（閣法第39号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、次代

反対会派 共産

○平成27年４月23日(木)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

計画的な教職員定数確保に向けた文部科学大

臣の所見に関する件、学校における原子力防

災教育の充実・強化の必要性に関する件、国

立大学に対する国旗掲揚・国歌斉唱に係る文

部科学大臣の要請が大学の自治に及ぼす影響

に関する件、東京オリンピックのゴルフ競技

会場を再検討する必要性に関する件等につい

て下村国務大臣及び政府参考人に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

藤嘉隆君（民主）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

文部科学省設置法の一部を改正する法律案

（閣法第14号）（衆議院送付）について下村

文部科学大臣から趣旨説明を聴いた。

○平成27年５月12日(火)（第８回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

文部科学省設置法の一部を改正する法律案

（閣法第14号）（衆議院送付）について下村

国務大臣、丹羽文部科学副大臣及び政府参考

人に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

橋本聖子君（自民）、森本真治君（民主）、

新妻秀規君（公明）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

（閣法第14号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

次代

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成27年５月19日(火)（第９回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

財務省から示された教職員定数削減案に対す

る文部科学大臣の見解に関する件、全国学

力・学習状況調査を内申点に利用する大阪府

の方針に対する懸念に関する件、水中文化遺

産保護への取組に関する件、学校施設への木

材利用等木の文化推進のための取組に関する

件、高等学校における特別支援教育の現状に

関する件、青少年に悪影響を与える残虐なコ

ンピューターゲーム規制を検討する必要性に

関する件等について下村文部科学大臣、山際

経済産業副大臣、赤澤内閣府副大臣、竹谷財

務大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

神本美恵子君（民主）、秋野公造君（公明）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松

沢成文君（次代）

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会特別措置法案（閣

法第15号）（衆議院送付）

平成三十一年ラグビーワールドカップ大会特

別措置法案（閣法第16号）（衆議院送付）

以上両案について下村文部科学大臣から趣旨



説明を聴いた。

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会特別措置法案（閣

法第15号）（衆議院送付）について内閣委員

会からの連合審査会開会の申入れを受諾する

ことを決定した後、連合審査会における政府

参考人の出席要求の件及び参考人の出席要求

の件については委員長に一任することに決定

した。

○平成27年５月21日(木)

文教科学委員会、内閣委員会連合審査会（第

１回）

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会特別措置法案（閣

法第15号）（衆議院送付）について菅内閣官

房長官、下村国務大臣、青木国土交通大臣政

務官及び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

藤本祐司君（民主）、那谷屋正義君（民主）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、井

上義行君（元気）、松沢成文君（次代）、山

本太郎君（生活）

本連合審査会は今回をもって終了した。

○平成27年５月26日(火)（第10回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東

京パラリンピック競技大会特別措置法案（閣

法第15号）（衆議院送付）

平成三十一年ラグビーワールドカップ大会特

別措置法案（閣法第16号）（衆議院送付）

以上両案について下村国務大臣、世耕内閣官

房副長官、丹羽文部科学副大臣、政府参考人

及び参考人独立行政法人日本スポーツ振興セ

ンター理事鬼澤佳弘君に対し質疑を行い、討

論の後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

橋本聖子君（自民）、堀内恒夫君（自民）、

藤嘉隆君（民主）、森本真治君（民主）、

秋野公造君（公明）、新妻秀規君（公明）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松

沢成文君（次代）

（閣法第15号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、次代

反対会派 共産

（閣法第16号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

次代

反対会派 なし

なお、平成三十二年東京オリンピック競技大

会・東京パラリンピック競技大会特別措置法

案（閣法第15号）（衆議院送付）について附

帯決議を行った。

○平成27年６月２日(火)（第11回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

新国立競技場建設に係る速やかな情報公開の

必要性に関する件、財政制度等審議会財政制

度分科会における教職員定数合理化の提案の

不当性に関する件、軍縮・不拡散教育の意義

及び学校教育における取組の必要性に関する

件、火山研究における研究機関の連携強化及

び若手研究者の育成・確保への取組に関する

件、新国立競技場建設に係る東京都に対する

費用負担の要請の経緯に関する件、東京オリ

ンピックのゴルフ競技会場を再検討する必要

性に関する件等について下村国務大臣、竹谷

財務大臣政務官、政府参考人、参考人独立行

政法人日本スポーツ振興センター理事長河野

一郎君及び東京都オリンピック・パラリン

ピック準備局長中嶋正宏君に対し質疑を行っ

た。

〔質疑者〕

蓮舫君（民主）、 藤嘉隆君（民主）、森本

真治君（民主）、柴田巧君（維新）、田村智

子君（共産）、松沢成文君（次代）

教育現場の実態に即した教職員定数の充実に

関する決議を行った。

○平成27年６月９日(火)（第12回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

学校教育法等の一部を改正する法律案（閣法

第49号）（衆議院送付）について下村文部科



学大臣から趣旨説明を聴いた後、同大臣、丹

羽文部科学副大臣、宮下財務副大臣及び政府

参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

二之湯武史君（自民）、神本美恵子君（民主）、

那谷屋正義君（民主）、秋野公造君（公明）、

新妻秀規君（公明）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

また、同法律案について参考人の出席を求め

ることを決定した。

○平成27年６月11日(木)（第13回）

学校教育法等の一部を改正する法律案（閣法

第49号）（衆議院送付）について次の参考人

から意見を聴いた後、各参考人に対し質疑を

行った。

〔参考人〕

白梅学園大学子ども学部教授 無藤隆君

共栄大学副学長 藤田英典君

法政大学キャリアデザイン学部教授 佐貫

浩君

〔質疑者〕

二之湯武史君（自民）、那谷屋正義君（民主）、

新妻秀規君（公明）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

○平成27年６月16日(火)（第14回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

学校教育法等の一部を改正する法律案（閣法

第49号）（衆議院送付）について下村文部科

学大臣、丹羽文部科学副大臣及び政府参考人

に対し質疑を行い、討論の後、可決した。

〔質疑者〕

藤嘉隆君（民主）、那谷屋正義君（民主）、

柴田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松

沢成文君（次代）

（閣法第49号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、次代

反対会派 共産

なお、附帯決議を行った。

○平成27年６月18日(木)（第15回）

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法の

一部を改正する法律案（閣法第35号）（衆議

院送付）について下村文部科学大臣から趣旨

説明を聴いた。

○平成27年６月30日(火)（第16回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

国立研究開発法人放射線医学総合研究所法の

一部を改正する法律案（閣法第35号）（衆議

院送付）について下村文部科学大臣、藤井文

部科学副大臣、政府参考人、会計検査院当局

及び参考人国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構理事大山真未君に対し質疑を行い、

討論の後、可決した。

〔質疑者〕

丸山和也君（自民）、森本真治君（民主）、

秋野公造君（公明）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

（閣法第35号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、次代

反対会派 共産

なお、附帯決議を行った。

○平成27年７月９日(木)（第17回）

東京オリンピック競技大会・東京パラリン

ピック競技大会の諸施策に関する件について

内閣委員会に連合審査会の開会を申し入れる

ことを決定した。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

新国立競技場建設に関する件について下村文

部科学大臣、政府参考人及び参考人独立行政

法人日本スポーツ振興センター理事鬼澤佳弘

君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

白眞勲君（民主）、 藤嘉隆君（民主）、柴

田巧君（維新）、田村智子君（共産）、松沢

成文君（次代）

○平成27年７月９日(木)

内閣委員会、文教科学委員会連合審査会（第

１回）

（内閣委員会を参照）

○平成27年７月14日(火)

内閣委員会、文教科学委員会連合審査会（第

２回）



（内閣委員会を参照）

○平成27年８月４日(火)（第18回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

新国立競技場建設に関する件について下村文

部科学大臣から説明を聴いた後、同大臣、遠

藤国務大臣及び参考人独立行政法人日本ス

ポーツ振興センター理事長河野一郎君に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕

藤嘉隆君（民主）、柴田巧君（維新）、田

村智子君（共産）、松沢成文君（次代）

○平成27年９月８日(火)（第19回）

理事の補欠選任を行った。

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

東京オリンピック・パラリンピックのエンブ

レムの再公募における選考過程の透明性確保

の必要性に関する件、公益法人等の行う貸与

型奨学金に係る借用証書に関し、収入印紙が

不要となるよう改善する必要性に関する件、

学校が自衛隊の人材募集に協力することの是

非及び奨学金と自衛隊の人材募集が結び付く

ことへの懸念に関する件、東京オリンピッ

ク・パラリンピックの準備及び運営に関し、

徹底したディスクロージャーを行う必要性に

関する件、高校生等奨学給付金について、生

活保護世帯の生徒が大学進学の学資等に充て

ることを認める必要性に関する件、東京オリ

ンピックのゴルフ競技会場を再検討する必要

性に対する東京オリンピック・パラリンピッ

ク担当大臣の所見に関する件等について遠藤

国務大臣、下村文部科学大臣、橋本厚生労働

大臣政務官、政府参考人、参考人公益財団法

人東京オリンピック・パラリンピック競技大

会組織委員会副事務総長布村幸彦君及び独立

行政法人日本スポーツ振興センター理事鬼澤

佳弘君に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

藤嘉隆君（民主）、神本美恵子君（民主）、

寺田典城君（維新）、田村智子君（共産）、

松沢成文君（無）

公認心理師法案（衆第38号）（衆議院提出）

について提出者衆議院文部科学委員長福井照

君から趣旨説明を聴き、衆議院文部科学委員

長代理山下貴司君、下村文部科学大臣及び政

府参考人に対し質疑を行った後、可決した。

〔質疑者〕

田村智子君（共産）

（衆第38号）

賛成会派 自民、民主、公明、維新、共産、

無

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○平成27年９月25日(金)（第20回）

請願第2771号外５件は、採択すべきものにし

て、内閣に送付するを要するものと審査決定

し、第45号外299件を審査した。

教育、文化、スポーツ、学術及び科学技術に

関する調査の継続調査要求書を提出すること

を決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。

委員派遣

○平成27年２月23日（月）、24日（火）

地方における初等中等教育及び高等教育等に

関する実情調査

〔派遣地〕

新潟県

〔派遣委員〕

水落敏栄君（自民）、石井浩郎君（自民）、

二之湯武史君（自民）、神本美恵子君（民

主）、 藤嘉隆君（民主）、森本真治君（民

主）、新妻秀規君（公明）、柴田巧君（維新）、

田村智子君（共産）



（３）委員会決議

―教育現場の実態に即した教職員定数の充実に関する決議―

本委員会は、平成26年10月の財政制度等審議会財政制度分科会における公立小学校１年生の学級

編制の標準を40人に引き上げるべきとの提案等に対し、翌11月、「教職員定数の充実等教育環境の整

備に関する決議」を全会一致で行った。同決議は、分科会における提案は、公立小学校１年生の学

級編制の標準を35人に引き下げた平成23年の改正義務標準法及びこれに対する本委員会の全会一致

による附帯決議を真っ向から否定するものであると厳しく指摘した上で、教職員定数を計画的に改

善すること、市町村、学校などの実態に即して、必要かつ十分な数の加配教職員が配置できるよう

定数を確保することなどを求めるものであった。

しかるに、去る５月11日、同じ財政制度等審議会財政制度分科会において、義務教育予算につい

て、平成36年度までに約４万２千人の教職員の合理化が可能との機械的な試算などが示された。今

後の少子化見通しを踏まえたにせよ、このような提案が再び示されたことは誠に遺憾であり、先の

本委員会の決議の趣旨を没却するものであって、到底容認できない。

また、高等教育に関し、国立大学法人は多様な収入源の確保を目指すべきではないかとして、授

業料の引上げを示唆する見解も示されている。

政府は、これからの時代に応じた新しい教育を実現するため、長期的な我が国の在り方を見通す

広い視野を持ち、教育現場の実態に即した教職員定数の充実に向けて、次の事項の実現に万全を期

すべきである。

一、学校現場を取り巻く課題が複雑困難化し、教職員が多忙化しているなどの実態を踏まえ、教職

員定数を計画的に改善すること。また、これからの社会に対応する主体的、協働的な学びを実現

するため、教職員が児童生徒一人一人と向き合うことのできる環境整備、指導体制の充実に努め

ること。

二、いじめ対策や特別支援教育、貧困による教育格差の解消など、社会の変化によって、学校が対

応しなければならない現代的な教育課題が増大している実態に鑑み、必要かつ十分な数の加配教

職員が配置できるよう定数を確保すること。

三、義務教育環境の整備に当たっては、財政面からの視点だけでなく、教育現場の声を十分反映さ

せるとともに、実態に即した検討・議論を行うこと。

右決議する。


